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Ⅰ　は じ め に

本稿では，2008 年から実施している派遣労働
に関する一連の調査1）を踏まえて，短期契約で働
く派遣労働者に注目する。調査時点はリーマン
ショック以降，雇用収縮が急激に進んだ不況期で
ある。本稿ではデータよる実証分析に留まらず，
派遣労働者の聞きとり調査からの事例を使って，
より丁寧に事象を補足したい。

派遣労働者数は 2008 年の 140 万人をピークに
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2009 年は 30 万人余り減少した2）。派遣労働者数
が減少している大きな原因は，工場などで働く製
造業務派遣の雇用調整である。本稿で使用する企
業データで，「現在派遣を利用していないが，過
去に利用したことのある事業所」のうち，リーマ
ンショック（2008 年 9 月）以降，派遣労働者の利
用を止めた事業所割合は 61.7％で，これを母数

（100）としたうち，製造業の割合は 43.8％に上る
（表 1）。また，派遣の利用を止めた理由は，リー
マンショック以降は「雇用調整を実施しているた
め」が急激な伸びを示している（図 1）。

不況下では雇用が収縮し，バッファといわれる
非正社員は正社員よりもその影響を大きく受け
る。中でも派遣労働者は労働契約期間が明確に定
められているため，雇用不安を抱きやすくなると
思われる。就業形態別に雇用不安を持つ割合をみ
た場合，正社員では 45.5％，パート・アルバイト

本稿では，短期契約で働く派遣労働者に注目し，派遣契約の選択要因分析と，雇用不安，
さらに正社員希望に関する要因分析を行い，聞きとり調査から分析結果を補強する。調査
時点はリーマンショック以降，雇用収縮が急激に進んだ不況期である。分析の結果，短期
契約は，女性，20～30 歳代，中・高卒，職種は事務職よりも営業・販売，製造業務，軽
作業に就く。また，失業率の高い都道府県であること，学卒後から現在までに就業に影響
する既往歴があることがわかった。雇用不安の要因分析では，派遣契約期間が 3 カ月未満
と短い人は 1 年以上の長い人に比べて雇用不安を抱きやすく，正社員希望は雇用不安の影
響を大きく受けるが，実際に正社員になれると予測する人は雇用不安を持つ確率が低いこ
とがわかった。そして，実際に正社員になれると予測する人の派遣契約期間は 1 年以上と
長く，一方，正社員希望だが，実際には派遣継続を予測していたり，3 年後の働き方の予
測がつかないでいる人は，派遣契約期間が 1 年未満と短いことが明らかになった。正社員
を希望する根底には，雇用不安の存在が色濃くあり，まず，雇用不安を軽減する施策，す
なわち，派遣契約を長期化すること，派遣先には，職業能力を高めるような仕事の与え
方，派遣元には，キャリアがステップアップして行けるような仕事紹介が求められる。
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では 47.7％であるのに対し，派遣労働者では
53.8％となっている3）。

一方，派遣契約期間は，2007 年以降，短期化
の傾向にある（表 2）。一般労働者派遣事業所での
派遣契約全数のうち 1 カ月以下の契約が，2009
年度に入って過半数を超えた。派遣先は不況に直
面し収益予測がたたない中で，派遣契約をより短
く設定し，リスク回避していると考えられる。契
約が短期化することで，派遣先は派遣労働者の活
用に対して短期的視野を持ちやすくなり，仕事や
組織に派遣労働者を適応させる支援を行うより
も，他の人材に取り替える方向に向かわせる4）。
労働者側にとっては，派遣先での教育訓練等の適
応支援を受けられないばかりか，派遣契約更新の

打ち切りに直面し，雇用不安を抱きやすくなると
考えられる。

そこで，本稿では短期契約で働く派遣労働者に
注目し，派遣契約の選択要因分析と，雇用不安，
さらに正社員希望に関する要因分析を行う。Ⅱで
は，先行研究と聞きとり調査から得た知見を受け
て，労働供給因，派遣先要因（労働需要因），派遣
元要因から仮説を導き，Ⅳで推定し，聞きとり調
査からの事例を踏まえて分析結果を論じる。最後
に，結論をまとめ，考察する。

表 1　派遣労働の利用を止めた事業所割合

合 計（ 現
在 派 遣 を
利 用 し て
いないが，
過 去 に 利
用 し た こ
と の あ る
事業所数）

2008 年 8
月 以 前 に
派 遣 の 利
用 を 止 め
た

2008 年 9
月 以 降 に
派 遣 の 利
用 を 止 め
た

合計（2008
年9月以降
に 派 遣 の
利 用 止 め
た事業所）

製造業 情報
通信業

運輸業 卸売・
小売業

金融・
保険業

医療・
福祉

学術研
究，専
門技術
サービ
ス業

生活関
連サー
ビス業

その他
事業

サービ
ス業

ｎ 870 333 537 537

％ 100.0 38.3 61.7 100.0 43.8 3.9 10.8 17.1 6.7 8.8 2.8 3.5 2.6

データ出所：JILPT『派遣社員のキャリアと働き方に関する調査』（派遣先事業所調査）

2008年８月以前に派遣の活用を止めた

2008年９月以降に派遣の活用を止めた
60

50

40

30

20

10

0

％

54.1 55.5 56.8

47.3

12.6

27.0
30.6
26.4

15.9
9.9 8.4

4.8
11.1
4.5 6.9 5.8

9.9 7.4

辞
め
る
、
定
着
し
な
い
た
め

派
遣
社
員
の
教
育
訓
練
の
負
担
、

教
え
る
手
間
が
大
変
だ
か
ら

仕
事
の
責
任
の
所
在
が
不
明
確
に

な
る
た
め

仕
事
の
連
携
や
チ
ー
ム
ワ
ー
ク
が

乱
れ
る
た
め

社
内
で
技
能
・
技
術
、
知
識
等
の

伝
承
が
難
し
く
な
る
た
め

コ
ス
ト
が
か
か
り
す
ぎ
る
た
め

雇
用
調
整
を
実
施
し
て
い
る
た
め

直
接
雇
用
の
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
、

契
約
社
員
を
採
用
し
て
い
る
た
め

現
在
い
る
従
業
員
で
十
分
で
あ
る

た
め

データ出所：同上

図１　派遣労働の利用を止めた理由（複数回答）
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Ⅱ　先行研究と仮説

1　派遣契約形態の選択要因について

派遣労働者が短期や長期の派遣契約形態を選択
する要因は何か。派遣契約形態の選択には，労働
供給側の要因が大きな影響を与える。佐藤（2006）
や佐藤・小泉（2007）は，多くの派遣労働者は，
家事や育児などの生活との折り合いをつけるため
に派遣労働を自ら選択しているとしている。確か
に主婦（既婚女性）に関して，パートタイム労働
と同じく自発的に派遣労働に従事している可能性
は高い。そこで，労働供給因として，性別，既・
未婚の別，年齢を，以下の推定で使用する。

さらに，これまでの派遣労働者や派遣会社に対
する聞きとり調査から，精神疾患も含めた病気療
養期間中に派遣として働くという事例がよく聞か
れた。湯田（2010）は，特に男性において健康状
態の悪化に伴って賃金率が有意に低下することを
確認している。論文では就業形態との関係は明ら
かにはなっていないが，通常，賃金率は正社員よ
り非正社員の方が低いことを考えると，健康状態
が良くない人は非正社員として働く確率が正社員
より高く，それゆえ短期派遣を選択しているかも
しれない。そこで本稿では，初職から現在までの
病歴の有無を使用する。

次に，派遣先の人的資本への需要（労働需要因）
として，個人の学歴，職歴および職種を使用す
る。また，派遣労働は職種別採用であることか
ら，職種に対する需要因を探る。短期契約のニー
ズが高い職種は何か。想定されるのは，単純作業
や，市場需給に合わせて短期的に雇用調整が必要
とされる職種と考えられる。さらに，所在地の経
済状況が派遣労働者の就業選択に影響を与えると

考え，2009 年の都道府県別の年平均完全失業率
を使用する。

2　派遣労働者の雇用不安と正社員希望について

（1）雇用不安
不況下において，雇用状況が悪くなれば，労働

者は雇用不安を抱きやすくなる。どのような人が
雇用不安を抱きやすくなるのか。RIETI（経済産
業研究所）で実施した『派遣労働者の生活と求職
行動に関するアンケート調査』では，主観的幸福
度に着目している。幸福度の観点からいえば，非
正規雇用を特徴づける①「雇用の軸」（直接雇用
か派遣か），②「契約期間の軸」（無期か有期か），
③「労働時間の軸」（フルタイムかパートか）のう
ち，「契約期間の軸」が最も重要であると結論づ
けている5）。そこで，本分析では，雇用契約期間
を短期，中期，長期に分けて，短期契約であるほ
ど雇用不安を抱きやすいのか，短期契約者の中
で，どのような者が雇用不安を抱きやすいのかを
みる。労働供給因では，特に，病歴に注目する。
病歴は大いに雇用不安に繫がっている可能性があ
る。この点については，聞きとり調査からも知見
を補足したい。

派遣労働が他の就業形態と大きく異なるところ
は，労働供給側の派遣労働者と，労働需要側の職
場との間に，派遣元が介在することである。島貫

（2007）は，「現在の働き方への満足」と「将来の
キャリアの見通し」に対する規定要因に関する分
析で，現在の満足には，派遣先での人事管理が中
心に影響を与え，また派遣元での教育訓練もプラ
スの影響を与えることを明らかにしている。ま
た，派遣元で継続的に仕事紹介が行われているこ
とが，将来のキャリアの見通しにもプラスの影響
を与えることを確認している。そこで，本稿で

表 2　派遣労働契約期間の推移（一般労働者派遣事業所での全契約数を母数とした割合）
（単位：％）

1 日以下
1 日超

7 日以下
7 日超

1 カ月以下
1 カ月超

3 カ月以下
3 カ月超

6 カ月以下
6 カ月超

9 カ月以下
9 カ月超

12 カ月以下
1 年超

3 年以下
その他

2007 年度 10.6 11.2 14.8 33.2 20.7 4.3 2.9 2.2 0.2

2008 年度 24.9  9.5 13.2 31.8 13.0 3.7 2.5 1.3 0.1

2009 年度 26.9 10.0 16.4 31.4 10.9 1.6 2.3 0.9 0.1

データ出所：『労働者派遣事業報告書集計』（厚生労働省）
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は，派遣先での派遣活用と管理の状況として，教
育訓練の状況や仕事の定型度（定型～判断業務），
正社員転換の実績などが，雇用不安にどのような
影響を与えるのかをみる。また，派遣元における
教育訓練やフォロー頻度，仕事紹介の継続状況
や，現在の時給額と希望額とのギャップを使用す
る6）。
（2）正社員希望と現実予測
本調査では，正社員希望の比率は，「是非なり

たい」「どちらかというとなりたい」を含めると
7 割を超える。この割合は，これまでに実施され
た主な大規模調査の中でもっとも高い。佐藤・小
泉（2007）が利用している調査データ（2001 年 2
月実施）では，全体の 35.6％が正社員を希望して
いる7）。東京大学社会科学研究所人材ビジネス研
究寄付研究部門が実施した『派遣スタッフの就業
意識・働き方』調査（2005 年 10 月実施）8）では正社
員を希望するものは 53.3％，リーマンショック直
後の 2008 年 10 月に実施された『派遣労働者実態
調査』（厚生労働省）でも，将来の働き方として，

「正社員として働き続けたい」9）が 40.8％であった。
不況期においては，雇用不安の増大が，正社員希
望につながると考え，その関係性に注目する。

さらに，正社員「希望」は，実際に将来どのよ
うな働き方をしているかという「現実」予測とは
異なるかもしれない。実際に，聞きとり調査の中
では，8 割以上の人が正社員になりたいと答えて
いるが，正社員になるべく求職活動をしている者
は 1 割にも満たなかった。正社員希望だが，家庭
や生活との関係や，学歴や職歴，年齢に障壁を感
じて，現実にはなれないと諦めている人は多い。
そこで，正社員希望で，将来的に正社員になって
いると予測する要因を検証する。以下，労働供給
因と派遣先要因（労働需要因）と派遣元要因に分
けて仮説を立てよう。

非正社員の正社員への移行に関する決定要因に
ついては，玄田（2008）が，『就業構造基本調査』

（2002 年）のデータを用いて分析している。それ
によれば，性別は男性で正社員化の確率が高ま
り，50 歳以上の者は，労働供給側の理由で正社
員を避ける傾向にあると指摘する。労働需要因か
らみると，高学歴者ほど正社員になる確率が有意

に高くなっている10）。また，非正社員としての一
定期間（2～5 年）の継続就業の経歴は正社員確率
の上昇に寄与していることが分かっている。堀

（2007）は，フリーターから離脱できるのは，非
正規期間が 3 年を超えると，男性で半数，女性で
は 3 割に留まることを指摘している。そこで，本
分析においても，個人属性を考慮し，また非正規
労働期間が正社員希望と現実予測に与える影響を
みる。

次に，派遣先（労働需要側）の要因として，企
業内訓練（OJT）が与える影響をみる。非正社員
の教育訓練機会の格差に関する先行研究では，特
に，非正社員の中でも，期間の定めのない雇用

（regular work）に移行する可能性が少ない非正社
員（季節・一時雇用者など，雇用期間が短い者）の
場合，有意に職業訓練を受ける可能性が低いこと
がわかっている11）。また，原（2010）は，非正社
員の企業内訓練は，正社員転換にプラスの影響を
与えることを明らかにしている。そこで，派遣先
での OJT が与える影響を使用する。この他，派
遣先の要因として，仕事が定型業務か判断業務
か，正社員転換の実績の影響をみる。

最後に，島貫（2007）の研究からは，派遣元か
ら継続的に仕事を提供されていることが，派遣を
継続する意欲につながっていることが明らかに
なっている。そこで，派遣元要因として教育訓練
やフォロー頻度，仕事紹介の継続状況などを使用
する。

Ⅲ　調査方法と使用するデータ

本稿では，労働政策研究・研修機構が 2010 年
2～3 月に実施した派遣先および派遣労働者調査
のマッチングデータを使用する。派遣先調査は，
派遣労働者が多い産業12）の従業員 30 人以上の全
国の事業所を対象とし，帝国データバンクより 1
万事業所を無作為抽出した。有効回収数は 3,085
件13）。派遣労働者調査は，合計 8 万票を派遣先か
ら派遣労働者へ配布してもらい，直接郵送回収し
ている。有効回収数は 4,473 件。本稿では，派遣
労働者，派遣先，両方のデータが存在している
3,814 件で分析を行う。
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本稿では，「短期契約派遣（以下，短期という）」
を，派遣元における雇用契約期間が 3 カ月未満と
し，比較対象として「中期契約派遣（以下，中期と
いう）」を 3 カ月以上 1 年未満，「長期契約派遣（以
下，長期という）」を 1 年以上の契約とする（表 3）。
なお，中期の特徴として，雇用契約期間は 1 年未
満だが，反復更新しながら同一派遣先に 1 年を超
えて働いている者の割合が，7 割に達する（表 4）。
短期の中にも，同様に反復更新しながら現在の派
遣先で 1 年以上働いている者も 4 割程度いるが，
中期に比べるとその割合は低い。なお，本稿の分
析で使用する変数と記述統計量は表 5 の通りであ

る。
また，本稿では派遣労働者の聞きとり調査から

の事例を用いる。調査は 2008 年 9 月～2009 年 12
月にかけて実施した。調査は，登録型派遣労働者
で事務職や製造業務，軽作業などの職種に従事す
る者で 20～30 歳代，派遣労働の経験が 2 年以上
ある者を条件にサンプルを確保した。調査総数は
88 人，以下の 4 種類の方法から確保している。
①派遣社員が所属する労働組合からの紹介：5 人，
②派遣会社からの紹介：15 人，③公募：68 人14）。

表 3　派遣元雇用契約期間の分布と分類

n %

1 カ月未満   22   0.6

1 カ月  142   3.7
　　「短期契約」390（10.2%）

1 カ月超 2 カ月以下  128   3.4

2 カ月超 3 カ月未満　   98   2.6

3 カ月 1164  30.5

3 カ月超 6 カ月未満   88   2.3
　　「中期契約」1663（43.6%）

6 カ月  358   9.4

6 カ月超 1 年未満   53   1.4

1 年  527  13.8

1 年超 3 年未満   88   2.3

3 年   40   1.0 　　「長期契約」1675（43.9%）

その他   53   1.4

期間の定めはない  967  25.4

無回答   86   2.3

合計 3814 100.0

表 4　派遣元雇用契約期間と現在の派遣先での通算派遣期間の関係

現在の派遣先での通算派遣期間

1 年以下 1 年超 合計

現在の派遣
先での通算
派遣期間

短期契約
（3 カ月未満）

219 170 389

56.3% 43.7% 100.0%

中期契約
（3 カ月～1 年未満）

497 1163 1660

29.9% 70.1% 100.0%

長期契約
（1 年超）

360 1297 1657

21.7% 78.3% 100.0%

合計
1073 2637 3710

28.9% 71.1% 100.0%

欠損値：86
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表 5　記述統計量

変数名 変数の説明 n 平均 標準偏差 最小値 最大値

被
説
明
変
数

派遣契約期間 「短期」＝ 1，「中期」＝ 2，「長期」＝ 3 3728 2.345 0.660 1 3
雇用不安 D 「不安である」＝ 1 3672 0.428 0 1
正社員希望 D 「是非なりたい」＝ 1 3384 0.486 0 1
働き方の将来予測 「正社員予測」＝ 1，「派遣継続」＝ 2，「予測不能」＝ 3 2259 2.114 0.810 1 3

労
働
供
給
因

性別 D 男性＝ 1 3734 0.295 0 1
未・既婚 D 既婚＝ 1 3738 0.417 0 1
年齢 20 歳代 D 3515 0.241 0 1

30 歳代 D 3515 0.430 0 1
40 歳代 D 3515 0.220 0 1
50 歳以上 D 3515 0.109 0 1

既往歴 D 1） 3814 0.182 0 1

派
遣
先
要
因
（
人
的
資
本
）

最終学歴 中・高卒 D 3727 0.369 0 1
専門学校卒 D 3727 0.160 0 1
短大卒 D 3727 0.192 0 1
大学・院卒 D 3727 0.278 0 1

非正規労働期間（月数）2） 3679 70.778 62.180 0 372
非正規労働期間 1 年未満 D 3679 0.219 0 1

1 年以上 3 年未満 D 3679 0.167 0 1
3 年以上 5 年未満 D 3679 0.186 0 1
5 年以上 D 3679 0.524 0 1

派
遣
先
要
因
（
全
般
）

派遣先企業規模※ 1～99 人 D 3784 0.079 0 1
100～299 人 D 3784 0.282 0 1
300～999 人 D 3784 0.248 0 1
1000 人以上 D 3784 0.391 0 1

派遣職種 3） 事務職系 D 3704 0.538 0 1
医療・福祉系 D 3704 0.036 0 1
営業・販売系 D 3704 0.029 0 1
IT 技術・クリエイティブ系 D 3704 0.093 0 1
その他専門職系 D 3704 0.125 0 1
製造業務系 D 3704 0.133 0 1
軽作業系 D 3704 0.046 0 1

都道府県別失業率 3814 4.917 0.736 3.5 7.5
現派遣先の通算期間 1 年以下 D 3784 0.289 0 1

1 年超 3 年以下 D 3784 0.410 0 1
3 年超 D 3784 0.300 0 1

派
遣
先
要
因
（
派
遣
活
用
と
管
理
項
目
）

派遣先での OJT D 4） 3785 0.679 0 1
仕事の定型度　順序尺度 5） 3793 2.046 0.843 1 4
正社員転換の実績 D※ 6） 3654 0.401 0 1
派遣先の問題点 能力や経験を活かせない D 3674 0.134 0 1

契約以外の仕事が多い D 3674 0.068 0 1
指示する人がいつも変わる D 3674 0.059 0 1
仕事量が多い D 3674 0.138 0 1
残業が多い D 3674 0.051 0 1
手待ち時間が長い D 3674 0.108 0 1
誰も教育訓練を行ってくれない D 3674 0.104 0 1
同僚の勤務態度が悪い D 3674 0.092 0 1
職場の人間関係 D 3674 0.139 0 1
いじめ，セクハラ，パワハラ D 3674 0.044 0 1
賃金が低い D 3674 0.313 0 1
安全衛生，職場環境 D 3674 0.051 0 1
福利厚生施設が使えない D 3674 0.086 0 1
有給休暇が取りにくい D 3674 0.154 0 1
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Ⅳ　分　　析

1　派遣契約形態の選択要因

派遣契約期間を短期，中期，長期に分け，被説
明変数とし，多項ロジット分析で選択要因を推計
する。分析結果は表 6 の通りである。説明変数は
労働供給因から，性別，未・既婚，年齢，既往
歴，労働需要因から最終学歴，非正規労働期間，
派遣先企業規模，派遣職種，都道府県別失業率を
入れている。ベースを中期と長期に変えて推定す
ることにより，3 つの関係性から短期の特徴をつ
かみやすく説明する。

まず，労働供給因からみる。性別の結果は，推
定 1 では負の値，推定 3 では正の値をとっている
ことから，短期や中期は長期に比べて女性である
確率が高いことが示されている。次に，年齢をみ
ると，推定 1 では，「30 歳代」に対し，すべての
年齢階層で有意で負の値になっており，推定 2 で

は，「20 歳代」で有意水準には達していないもの
の，符号は負であることから，おそらく，短期，
中期，長期の順で年齢が高くなる傾向にある。既
往歴の結果からは，短期は，正の関係がみられる
ことから，学卒以降に何らかの病気等を患ってい
ると考えられる（推定 1，2）。

次に，最終学歴の結果からは，短期は「中・高
卒」である確率が高く（推定 1），一方，長期は中
期や短期に比べ，高学歴であることが示されてい
る（推定 1，3）。非正規労働期間をみると，長期
に就く者は中期に比べて非正規経験が「1 年未満」
と短いことがわかる（推定 3）。派遣先企業規模は，
長期では「100～299 人」よりも「1,000 人以上」
の大企業において確率が高まっている（推定 3）。
派遣職種では，短期は，長期に比べ，「事務職系」
の職種よりも，「営業・販売系」「製造業務系」「軽
作業系」の確率が高い（推定 1）。逆に長期は，「IT
技術・クリエイティブ系」や「その他専門職系」
である確率が高い（推定 1，3）。最後に「都道府

表 5　記述統計量（つづき）

派
遣
元
要
因
（
管
理
項
目
）

派遣元 Off-JT（受講数）7） 3554 1.371 1.680 0 12
派遣元フォロー頻度　順序尺度 8） 3742 2.609 1.617 0 5
派遣元仕事紹介 D　切れ目なく紹介されている＝ 1 3622 0.376 0 1
時給額 3647 1343.889 571.624 530 8000
時給希望額と現実額のギャップ　希望時給額−現実時給額 3574 223.646 225.254 −800 3000
派遣契約期間 3 カ月未満（短期）D 3728 0.078 0 1

3 カ月～1 年未満（中期）D 3728 0.446 0 1
1 年以上（長期）D 3728 0.449 0 1

そ
の
他

求職活動 具体的にしている D 2570 0.069 0 1
Web 等の情報収集程度 D 2570 0.351 0 1
何もしていない D 2570 0.580 0 1

注：Dはダミー変数。※は派遣先調査データ。
　1）　 既往歴は学卒後に精神的，肉体的病気を抱えていたことを複数の設問から見出し，「1」としたダミー変数である。「派遣社員になった理由は

何ですか」「初職を辞めた理由は何ですか」「正社員になりたくない理由は何ですか」「直接雇用を断った理由は何ですか」の 4 つの設問いず
れかにおいて，「体力・体調面が心配だったから」「精神的・肉体的な病気を抱えていたから」「肉体的・精神的に健康を損ねた」と回答した
場合を「1」とする。いずれの設問も複数回答形式。

　2）　 「非正規労働期間」（月数）は，学卒以降で就いた，契約社員，パート・アルバイト，派遣社員での経験月数を合算したものである。これを，
1 年未満から 5 年以上の 4 階層に分けたものが「非正規労働期間」（階層）である。

　3）　 「派遣職種」は，全 46 種類の職種を 8 種に分類した。46 種類の詳細については，労働政策研究・研修機構（2010b，2010c，2011a）のいずれ
かの調査概要を参照。

　4）　 「派遣先の OJT」は，「派遣先に指導者や教育者がいるか」に対して 3 段階回答形式で「そう思う」を「1」としたダミー変数。
　5）　 「ほとんど指示に従う定型的仕事」＝1，「概ね指示を仰ぐ，判断もある程度ある仕事」＝2，「たまに指示を受ける概ね本人の判断による仕事」＝

3，「ほとんど指示を受けることなく本人の判断で行う仕事」＝4。
　6）　 派遣先事業所において過去 3 年間に正社員転換の実績があった場合を「1」とするダミー変数。
　7）　 設問では，「派遣会社（現在の派遣元以外も含む）において，以下の研修制度を受けたことがありますか」（複数回答）に対し，15 の選択肢が

あり，「15．受けたことがない」を 0 とし，他を選択した場合にはその数を集計した。選択肢は以下の通り。「1．初級 OA スキル研修」「2．
上級 OA スキル研修」「3．語学研修」「4．職能別研修」「5．ビジネススキル研修」「6．ビジネスマナー研修」「7．情報保護に関する研修」「8．
コンプライアンス研修」「9．派遣前研修」「10．公的資格取得に関する研修」「11．e ラーニング」「12．提携スクールの割引制度」「13．通信
教育の費用補助制度」「14．キャリアカウンセリング，キャリアセミナー」。

　8）　 「ほとんどフォローはない」＝0，「1 年に 1 度くらい」＝1，「半年に 1 度くらい」＝2，「3 カ月に 1 度くらい」＝3，「1 カ月に 1 度くらい」＝4，「月
に数回」＝5。
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県別失業率」は推定 1，2 では，有意で正の値で
あり，失業率の高い都道府県ほど短期や中期契約
になる確率が高いことが示されている。

以上，短期の派遣契約形態を選択する要因をま
とめると，長期に比べ，女性，20～30 歳代，学
卒後に何らかの病気や体調を崩すなどの経験があ
る者，中学・高校卒，職種は事務系よりも営業・
販売や製造業務，軽作業に就く者という傾向が見
られる。短期と中期は，いずれも女性であるが，
中期の方が 40 歳代以下と若く，事務系職種であ
る確率が高い。典型的な事務系派遣像を連想させ
る。また，失業率の高い都道府県においては，よ
り短期となる確率が高い。

ここで，学卒後に罹った病気等が短期契約を選
択する要因となっているという分析結果に付随し
て，3 つの事例を紹介しよう。

⃝  A さん（男性・39 歳・大卒）は，事務所移転

などの軽作業に従事している。正社員で働い
ていた時にうつ病を発症し，離職。その後，
体調の様子を見ながら短期契約派遣で働いて
いる。派遣歴は 6 年になる。短期契約で働く
理由は，症状が重くなる兆候がわかり，それ
に合わせられるためである15）。

⃝  B さん（女性・36 歳・短大卒）は，情報通信
系の会社で正社員で勤めている時に，長時間
労働によるストレスから難病を発症。治療と
療養を繰り返しながら，週 1 回の単発派遣か
ら復帰。仕事内容は主にデータ入力。体調を見
ながら就労日数を増やしていき，現在は週 5 日
まで働けるように回復した。派遣歴は 6 年16）。

⃝  C さん（女性・38 歳・専門学校卒）は，正社
員で働いている時に激務からうつ病を発症。
離職して療養するが生活費が枯渇したことか
ら，短期派遣を始める。短期契約で働いたの

表 6　派遣形態の選択要因に関する多項ロジット分析結果

推定 1　ベース：【長期】 推定 2　ベース：【中期】 推定 3　ベース：【中期】

【短期】 【短期】 【長期】

係数 標準偏差 漸近 t 値 係数 標準偏差 漸近 t 値 係数 標準偏差 漸近 t 値

労
働
供
給
因

性別 D −0.3932 0.178 −2.21* 0.1883 0.175 1.08 0.5815 0.119 4.91***
未・既婚 D −0.1752 0.146 −1.20 −0.0451 0.144 −0.31 0.1301 0.085 1.52
年齢 20 歳代 −0.3708 0.170 −2.18* −0.2106 0.166 −1.27 0.1602 0.106 1.52

〈30 歳代〉 40 歳代 −0.7800 0.179 −4.36*** −0.2939 0.178 −1.65 0.4862 0.103 4.70***
50 歳以上 −1.1905 0.271 −4.39*** −0.7600 0.272 −2.79** 0.4305 0.143 3.00**

既往歴 D 0.3875 0.157 2.47* 0.2714 0.152 1.79 −0.1161 0.100 −1.16

派
遣
先
要
因

（
人
的
資
本
）

最終学歴 専門学校卒 −0.1335 0.196 −0.68 0.0093 0.191 0.05 0.1428 0.123 1.16
〈中・高卒 D〉 短大卒 −0.4384 0.210 −2.09* −0.1086 0.206 −0.53 0.3299 0.114 2.89**

大学・院卒 −0.4884 0.184 −2.66** −0.1493 0.182 −0.82 0.3391 0.106 3.19***
非正規労働期間 1 年未満 −0.1989 0.174 −1.14 0.0502 0.175 0.29 0.2491 0.105 2.37*

〈5 年以上〉 1 年以上 3 年未満 0.1761 0.171 1.03 0.1678 0.167 1.00 −0.0083 0.108 −0.08
3 年以上 5 年未満 −0.2120 0.178 −1.19 −0.2874 0.173 −1.66 −0.0754 0.105 −0.72

派
遣
先
要
因
（
全
般
）

派遣先企業規模※ 1～99 人 −0.0579 0.256 −0.23 −0.0300 0.250 −0.12 0.0279 0.159 0.17
〈100～299 人〉 300～999 人 −0.0968 0.180 −0.54 −0.1622 0.174 −0.93 −0.0654 0.109 −0.60

1000 人以上 −0.2067 0.162 −1.28 0.1080 0.160 0.68 0.3147 0.098 3.21***
派遣職種 医療・福祉系 −0.3539 0.397 −0.89 0.3656 0.402 0.91 0.7194 0.206 3.49***

〈事務職系〉 営業・販売系 1.0574 0.337 3.14** 1.0915 0.326 3.35*** 0.0341 0.245 0.14
IT 技術・クリエイティブ系 −0.3752 0.258 −1.46 0.3096 0.264 1.17 0.6848 0.134 5.13***
その他専門職系 −0.6633 0.294 −2.25* −0.0940 0.300 −0.31 0.5693 0.134 4.23***
製造業務系 1.9779 0.212 9.32*** 1.7424 0.199 8.73*** −0.2355 0.157 −1.50
軽作業系 1.2912 0.285 4.54*** 1.7059 0.292 5.85*** 0.4147 0.227 1.83*

都道府県別失業率 0.2317 0.087 2.68** 0.1669 0.085 1.96* −0.0649 0.054 −1.21

定数項 − 2.145 0.474 −4.52*** −2.7464 0.466 −5.89*** −0.6011 0.287 −2.09*

サンプル・サイズ 3211

Log likelihood −2802.1765

擬似決定係数 0.0825

注）有意水準 ***：0.1％，**：1％，*：5％。〈　〉内はリファレンス・グループ。Dはダミー変数。※印は，派遣先調査のデータ。
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は通算で半年～1 年。短期契約（日々契約）の
形態では生活が苦しくなるため，契約期間が
なるべく長い「レギュラーワーク」を探す。主
な仕事内容は，レジや軽作業17）。

既往歴はさまざまである。肉体的，精神的な病
気もあれば，本格的なうつ病には至っていない精
神的疲労の場合もある。短期派遣を選択する者に
共通しているのは，自身の体調と仕事のスケ
ジュールをうまく調整できるという利点を短期派
遣に見出しているところである。単発の場合，仮
に体調が悪くても，その日 1 日限りで職場が変わ
ることから精神的負担が少ない。また，疾患があ
ることをあまり知られたくない側面もあり，住ん
でいる周辺でパート・アルバイトを探すよりも，
派遣会社を通じて仕事を探す方が気が楽，という
話も聞かれた。A～C さんの他，既往歴があって
短期派遣を選択した経験がある人が一様にして言
うのは，短期派遣という働き方が無くなったら非
常に困るということであった。

2　雇用不安

派遣労働者の調査票では，「将来的に見て，自
分の仕事（雇用）に不安がありますか」と聞いて
いる。選択肢は，「不安はない」から「不安であ
る」の 5 段階である。この設問に対し，最も不安
度が高い「不安である」と回答した場合を「1」
とし，「全体」と「短期」のサンプルに分けてプ
ロビット分析で推定する。結果は表 7 である。以
下，有意となった変数を中心にみていく。

労働供給因では，全体（推定 4）から，未婚者，
20 歳代，30 歳代，40 歳代と年齢が高くなるほど
雇用不安を持つ確率が高まることが示されてい
る。一方，短期では，年齢は，20 歳代よりも 30 歳
代で雇用不安を持つ確率が高まり，「既往歴」が
ある者はより雇用不安を持つことが示されている。

次に，派遣先要因の結果からは，「非正規労働
期間」が長くなると，雇用不安を持つ確率が高ま
る。派遣職種では，「事務職系」の仕事に比べ，

「医療・福祉系」や「軽作業系」で雇用不安を持
ちにくい。「医療・福祉系」の仕事は慢性的に人
手不足であり，「軽作業系」も引っ越しや宅配，
運輸系の仕事を中心に常に求人がある職種である

ことから，これらの職種に従事している場合，雇
用不安を抱きにくいのかもしれない。また，短期
では，「IT 技術・クリエイティブ系」の仕事であ
ると，雇用不安を持ちにくくなる結果となった

（推定 5）。
派遣先の派遣活用や管理の変数である「派遣先

の OJT」は，職場に指導者や教育者がいること
を表すダミー変数であり，「仕事の定型度」は，
派遣先での仕事を定型～判断業務の軸で段階的に
分けた変数で，数値が大きくなるほど判断業務に
近づく。「正社員転換の実績」は派遣先事業所に
おける過去 3 年間の正社員転換の実績を表すダ
ミー変数である。推定 4（全体）では，これらの
変数が有意に負の値になっている（ただし，「正社
員転換の実績」は有意水準 10％）。すなわち，派遣
先に指導者や教育者がいて OJT が行われている
場合や，派遣先の仕事内容がより判断業務に近づ
いている場合，派遣先で正社員転換の実績がある
場合，雇用不安を持ちにくくなることを示してい
る。一方，短期契約者に限った推定では有意な結
果は得られていない。これは，短期契約では，そ
もそも OJT が少なく，仕事が定型的であり，正
社員転換がないといったことが背景にあるのかも
しれない。

派遣先での問題点についてみると，全体（推定
4）では，有意に正の値となっている選択肢は，

「能力や経験を活かせない」「契約以外の仕事が多
い」「いじめ，セクハラ，パワハラ」「賃金が低い」

「福利厚生施設が使えない」であり，中でも「い
じめ，セクハラ，パワハラ」の限界効果の値が高
く，この項目に該当する場合，雇用不安を持つ可
能性が高くなる。一方，短期に限ってみると，

「能力や経験が活かせない」ことが，雇用不安の
一因になっていることがわかる（推定 5）。この変
数が，推定 5 の中で限界効果がもっとも高く，雇
用不安に対する影響力が大きいことを示している。

最後に，派遣元要因に関してみよう。「派遣元
フォロー頻度」は，頻度が多いほど高くなる順序
尺度変数である。「派遣元仕事紹介」は派遣元か
ら仕事を切れ目なく紹介されていることを表した
ダミー変数である。全体の推定結果をみると，派
遣労働者のフォローに訪れる頻度が多ければ，あ
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表７　雇用不安に関する要因のプロビット分析結果

雇用不安＝ 1 推定 4　【全体】 推定 5　【短期契約】
限界効果 標準偏差 漸近 t 値 限界効果 標準偏差 漸近 t 値

労
働
供
給
因

性別 D −0.0159 0.033 −0.48 −0.0640 0.127 −0.50
未・既婚 D −0.1005 0.022 −4.46*** −0.1531 0.102 −1.48
年齢 20 歳代 −0.1415 0.026 −5.23*** −0.2770 0.109 −2.37*

〈30 歳代〉 40 歳代 　0.0853 0.028 3.01** −0.1507 0.134 −1.10
50 歳以上 −0.1046 0.040 −2.55* 　0.0871 0.210 0.41

既往歴 D 　0.0278 0.026 1.07 　0.1878 0.106 1.72

派
遣
先
要
因

（
人
的
資
本
）

最終学歴 専門学校卒 　0.0598 0.033 1.82 −0.0532 0.145 −0.37
〈中・高卒 D〉 短大卒 　0.0014 0.030 0.05 　0.0080 0.153 0.05

大学・院卒 　0.0539 0.029 1.89 　0.0192 0.141 0.14
非正規労働期間（月数） 　0.0005 0.000 2.50** 　0.0011 0.001 1.03

派
遣
先
要
因
（
全
般
）

派遣先企業規模※ 1～99 人 　0.0581 0.044 1.33 　0.1230 0.180 0.66
〈100～299 人〉 300～999 人 −0.0250 0.029 −0.87 −0.2339 0.117 −1.90

1000 人以上 −0.0431 0.027 −1.61 　0.0102 0.134 0.08
派遣職種 医療・福祉系 −0.1433 0.052 −2.56** ─ ─ ─

〈事務職系〉 営業・販売系 　0.0028 0.064 0.04 −0.0773 0.195 −0.39
IT 技術・クリエイティブ系 　0.0079 0.038 0.21 −0.3650 0.139 −2.01*
その他専門職系 −0.0079 0.036 −0.22 　0.2761 0.199 1.17
製造業務系 　0.0367 0.041 0.89 　0.1841 0.146 1.23
軽作業系 −0.1351 0.055 −2.33* −0.2113 0.200 −0.99

都道府県別失業率 　0.0161 0.014 1.15 　0.0253 0.060 0.42
現派遣先の通算期間　 1 年以下 −0.0339 0.031 −1.11 　0.0552 0.161 0.34

〈3 年超〉 1 年超 3 年以下 −0.0132 0.026 −0.51 −0.0379 0.159 −0.24

派
遣
先
要
因
（
派
遣
活
用
と
管
理
項
目
）

派遣先での OJT D −0.0583 0.025 −2.37* −0.0171 0.118 −0.15
仕事の定型度 −0.0511 0.013 −3.84*** −0.0338 0.062 −0.54
正社員転換の実績※ −0.0381 0.022 −1.77 　0.0253 0.100 0.25
派遣先の問題点 能力や経験を活かせない 　0.0916 0.031 2.91** 　0.3426 0.101 2.88**

契約以外の仕事が多い 　0.1057 0.042 2.49** 　0.1176 0.272 0.42
指示する人がいつも変わる −0.0376 0.047 −0.80 −0.3325 0.150 −1.75
仕事量が多い −0.0116 0.033 −0.35 　0.0956 0.152 0.62
残業が多い −0.0153 0.049 −0.32 　0.1940 0.219 0.82
手待ち時間が長い 　0.0046 0.034 0.13 　0.2889 0.149 1.62
誰も教育訓練を行ってくれない 　0.0445 0.037 1.21 　0.2228 0.173 1.17
同僚の勤務態度が悪い 　0.0030 0.037 0.08 　0.2724 0.140 1.70
職場の人間関係 　0.0621 0.032 1.93 −0.1302 0.137 −0.93
いじめ，セクハラ，パワハラ 　0.1593 0.052 2.98** ─ ─ ─
賃金が低い 　0.1073 0.024 4.49*** −0.0914 0.115 −0.79
安全衛生，職場環境 　0.0417 0.047 0.90 −0.1117 0.199 −0.55
福利厚生施設が使えない 　0.0754 0.038 1.98* −0.0889 0.260 −0.34
有給休暇が取りにくい 　0.0394 0.029 1.35 　0.2097 0.150 1.31

派
遣
元
要
因
（
管
理
項
目
）

派遣元 Off-JT（受講数） −0.0090 0.007 −1.31 −0.0168 0.038 −0.44
派遣元フォロー頻度 （頻度，6 段階） −0.0143 0.007 −2.02* −0.0797 0.026 −3.03**
派遣元仕事紹介 （切れ目なく紹介されている＝ 1） −0.0676 0.022 −3.07** −0.0386 0.108 −0.36
時給額 −0.0001 0.000 −3.42*** −0.0001 0.000 −0.41
時給希望額と現実額のギャップ 　0.0001 0.000 2.80** 　0.0004 0.000 1.23
派遣契約期間 3 カ月未満（短期） 　0.0837 0.042 1.97* ─ ─ ─

〈1 年以上（長期）〉 3 カ月～1 年未満（中期） 　0.0355 0.023 1.57 ─ ─ ─

サンプル・サイズ 2578 191
Log likelihood −1603.5392 −95.021
擬似決定係数 0.0959 0.2823
注）有意水準 ***：0.1%，**：1%，*：5%。〈　〉内はリファレンス・グループ。Dはダミー変数。※印は，派遣先調査のデータ。
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るいは，仕事が切れ目なく紹介されていれば，派
遣労働者が雇用不安を持つ確率は低くなることが
読み取れる。中でも短期では，派遣元のフォロー
が頻繁であるほど，雇用不安が払拭されることが
わかる。

全体（推定 4）には，派遣契約期間を入れてい
る。推定結果からは 3 カ月未満の短期契約の場
合，雇用不安を持ちやすくなることがわかる。

以上の結果からポイントをまとめると，派遣契
約期間が 3 カ月未満の短期契約の場合，雇用不安
を持つ確率が高まる。一方，派遣先での通算派遣
期間の長短は雇用不安に何ら影響は与えていな
い。つまり，結果としての

4 4 4 4 4 4

派遣先通算期間より
も，約束としての

4 4 4 4 4 4

派遣契約期間が，心の充足とし
て重要な要素なのである。また，短期に限定した
推定から明らかになったことは，20 歳代に比べ
30 歳代，既往歴を持つ者，派遣先で能力や経験
が活かせない者，派遣元のフォローの頻度が少な
い場合に，雇用不安を持ちやすくなることであ
る。職種に関しては，事務職系に比べ，IT 技術
など高度な専門職に就いている場合には，雇用不
安を持ちにくい。

ここで，リーマンショック以降，派遣契約が短
期化したあるいは，短期契約の仕事しか見つから
ず，雇用不安を抱いている事例を聞きとり調査か
ら紹介しよう。

⃝  C さん（女性・38 歳・専門学校卒）は，大手
家電量販店のレジ係に派遣されていた。2009
年 4 月頃，店側から派遣 1 カ月後の派遣契約
終了を告げられる。その後，派遣契約は 15 日
更新となり，最終的に契約終了に伴い離職。
その間，時給も 1,400 円から 1,100 円に下げら
れている18）。

⃝  D さん（男性・36 歳・大卒）は，大手旅行代
理店に 3 年間派遣されていた。仕事は段階的
に判断業務に近づき，2 年半くらい経った頃に
正社員転換を打診され，正社員同様の仕事を
任された。しかし，リーマンショックが起こ
り，同社の派遣社員が一斉に契約終了を告げ
られ，その後，契約は半年から 3 カ月，そし
て 1 カ月と段階的に短くなり最終的に契約終
了に伴い離職19）。

⃝  E さん（女性，32 歳，大卒）は，外資系半導
体会社で長期派遣（事務）で働いていたが，
2009 年 2 月に突然契約終了を告げられる。そ
の後，短期派遣でつなぎ，再び同社に短期契
約で，病気休職中の正社員の代替要員として
派遣されている20）。

⃝  F さん（男性・33 歳・大卒）は，SE として正
社員経験がある。より高度な技術を得るため
に，東京に上京し派遣労働に就く。しかし，
リーマンショックの影響で契約が打ち切りに
なり，正社員の求人はおろか派遣の求人もな
くなり，現在は自身の専門分野と全く異なる
業務で短期契約で働いている21）。

C，D さんのケースは，派遣先側の理由で段階
的に契約が短期化し，最終的に契約終了となって
いる。E， F さんは，即座に契約が打ち切りに
なっているケースである。D さんが勤めていた旅
行業界はこの時期，原油高騰や新型インフルエン
ザの流行を受けて業績が悪化していた。深刻なの
は，D さんが正社員転換の可能性のある派遣先を
選んで就業し始め，仕事ぶりを認められて転換の
打診を受けていたにも関わらず契約終了を通告さ
れていることである。年齢が高くなってしまった
ことも含め，次の転職がうまくいくか不安を抱い
ている。

リーマンショックの余波は，派遣労働者の契約
に大きな影響を与えている。聞きとり調査では契
約途中で解約されるケースはほとんどなかったも
のの，契約が短期化され，その後解約という例は
上記以外にも見られた。契約が短期化する前提に
は，近い将来の契約終了が予想されるのである。

3　正社員希望と現実予測

非正社員の多くは不況になると雇用不安を感
じ，雇用不安を感じるとより雇用が安定している

（と思われる）正社員を希望すると思われる。そこ
で，正社員希望に影響する要因をプロビット分析
で探る（表 8，推定 6）。被説明変数は正社員希望
を「1」としたダミー変数，説明変数には，前節
で投入した労働供給因，派遣先要因，派遣元要因
と共に，「雇用不安」を入れる。

さらに，正社員になりたいのは「希望」であっ
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て，「現実」的な予測とは異なるという仮説につ
いて探索する（表 8，推定 7～9）。「正社員希望か
つ将来的に正社員になっている」と予測する要
因，あるいは，「正社員希望だが派遣社員を続け
ている」と予測する要因は何か。被説明変数を，
①「正社員希望で，3 年後正社員予測（以下，正
社員予測）」と，②「正社員希望だが，3 年後派遣
継続予測（以下，派遣継続）」，③「正社員希望だ
が，3 年後の働き方予測不能（以下，予測不能）」22）

とし，多項ロジット分析で推定を行う23）。説明変
数は，正社員希望の推定に加えて求職活動に関す
る変数を投入する。「求職活動」は，「具体的にし
ている」「Web 等の情報収集程度」「何もしてい
ない」の 3 段階で，それぞれをダミー変数とす
る。ベースを②と③に代えて推定を行い，三者の
関係性から全体像をつかむ。推定結果は表 8 であ
る。以下，有意となった変数を中心にみていく。

まず，正社員希望の分析結果（推定 6）からみ
ると，正社員希望の労働供給因は，男性，未婚，
年齢は 30 歳代で確率が高く，40 歳代で低くなり，
限界効果をみると 50 歳代でさらに低くなること
が示されている。「既往歴」は有意に負の関係に
あり，学卒後に就業に支障が出るような体調不良
や病気が無いことが正社員希望につながっている。

派遣先要因をみると，派遣先規模は「1～99 人」
とより小さな企業において正社員希望の確率が高
く，「IT 技術・クリエイティブ系」の職に就いて
いる者は正社員を希望しない傾向にある。おそら
く，「IT 技術・クリエイティブ系」は他の派遣職
種と比べて賃金が高く24），外部労働市場での働き
方が確立していることから，あえて正社員を希望
しないと考えられる25）。次に，派遣先での派遣活
用や管理に関してみると，派遣先に指導者がいて
OJT が行われている場合や，仕事内容が判断業
務に近づくと，正社員を希望する確率が高まるこ
とがわかる。「都道府県別失業率」の影響はプラ
スであり，失業率の高い不況下では，より安定し
た正社員を希望することを示している。

次に，派遣元要因の結果からは，時給が低いほ
ど，また時給希望額と現実額とのギャップがある
ほど正社員希望の確率が高まることが示されてい
る。また，派遣契約期間が 1 年以上の長期の場

合，3 カ月未満の短期に比べて，正社員希望の確
率が高まることがわかった。

最後に，「雇用不安」をみると，プラスの影響
を与えている。限界効果も非常に高い。つまり，
雇用に対して不安を抱くと，より安定的な正社員
を希望するといえる。

それでは，「正社員希望と現実予測」について
の推定結果（推定 7～9）をみていこう。主に正社
員希望（推定 6）と異なる点について指摘する。

派遣先要因の人的資本の変数では，正社員予測
では最終学歴がリファレンス・グループである中
高卒よりも，大学・大学院卒である確率が高く，
逆にベースである派遣継続から見ると，大学・大
学院卒よりも，中・高卒である確率が高いといえ
る（推定 7）。また，非正規労働期間をみると，正
社員希望（推定 6）では，1 年未満と短いのに対し，
正社員予測（推定 7）は 3 年未満と少し長くなる。
しかし，3 年以上になると有意差は消え，5 年以
上と変わらなくなる。他方，派遣継続は非正規労
働期間が 5 年以上である確率が高い。玄田（2008）
が言うように，一定の非正規労働の期間がある方
がスクリーニング効果により正社員になれる確率
が高まるが，堀（2007）が指摘するように，3 年
を過ぎると非正社員からの離脱が難しくなるのか
もしれない。

派遣先での派遣活用や管理に関する変数で注目
すべきは，推定 6 では有意になっていない「正社
員転換の実績」が，推定 7，8 ではプラスの影響
を与えていることである。このことから，具体的
にその事業所で正社員に転換できるかどうかが，
現実的に正社員になれるかどうかの予測につなが
ると考えられる。

次に，派遣元要因についてみると，推定 6 では
有意になっていない「派遣元仕事紹介」でマイナ
スとなっている（推定 7）。この結果から，派遣継
続予測は，切れ目なく仕事の紹介を受ける確率が
高く，その次に正社員予測，最後に予測不能の順
であることがわかる。仕事が切れ目なく紹介され
ていれば，派遣を継続しようと思い，紹介されて
いないと先行きの働き方がわからなくなるという
ことであろう。また，派遣契約期間は，1 年未満
の中期契約よりも 1 年以上の長期契約で働いてい



60 No. 610/May 2011

る方が，正社員予測の確率が高まる。
最後に，雇用不安と求職活動についてみてい

く。雇用不安の変数の結果から，正社員予測の人
は，雇用不安を持つ確率が低く，一方，予測不能
の人は雇用不安を持つ確率が高い。また，求職活
動を表す変数からは顕著な結果が出ている。正社
員予測の人は，具体的な求職活動を行っている
が，派遣継続を予測する人は何も求職活動をして
いない確率が高い。予測不能の人は，Web 等で
求人情報を収集している程度で具体的な求職活動

に至っていないことがわかる。
まとめよう。正社員希望と現実予測は異なって

いる。正社員を希望する要因は，雇用不安である
ことが大きい。しかし，正社員になっていると予
測する人は，雇用不安を持つ確率が低い。また，
正社員予測になる根拠には，正社員転換の実績を
持つ派遣先で働いていることが窺える。そして，
具体的に求職活動を行っている。契約期間に関し
て言えば，1 年以上の長期契約であると，正社員
予測になる確率が高くなるといえる。そして，特

表８　正社員希望と３年後の働き方の予測に関する分析
推定 7：多項ロジット分析 推定 8：多項ロジット分析 推定 9：多項ロジット分析

ベース：②【派遣継続予測】 ベース：③【予測不能】 ベース：③【予測不能】

推定 6：プロビット分析
（正社員希望＝ 1） ①【正社員予測】 ①【正社員予測】 ベース：②【派遣継続予測】

限界効果 標準偏差 漸近 t 値 係数 標準偏差 漸近 t 値 係数 標準偏差 漸近 t 値 係数 標準偏差 漸近 t 値

労
働
供
給
因

性別 D 0.1666 0.033 4.90*** 0.5539 0.228 2.43* 0.3444 0.213 1.61 −0.2096 0.202 −1.04
未・既婚 D −0.0442 0.023 −1.88* 0.0191 0.163 0.12 0.0964 0.159 0.61 0.0774 0.138 0.56
年齢 20 歳代 0.0389 0.029 1.35 0.5916 0.193 3.06** 0.1746 0.175 1.00 −0.4170 0.175 −2.39*

〈30 歳代〉 40 歳代 −0.0743 0.028 −2.61** −0.4011 0.196 −2.05* −0.2831 0.193 −1.46 0.1181 0.160 0.74
50 歳以上 −0.2391 0.040 −5.30*** −0.9520 0.381 −2.50* −0.7034 0.385 −1.83 0.2486 0.278 0.89

既往歴 D −0.0847 0.027 −3.17** −0.2533 0.194 −1.31 −0.1181 0.183 −0.65 0.1353 0.163 0.83

派
遣
先
要
因

（
人
的
資
本
）

最終学歴 専門学校卒 −0.0136 0.034 −0.41 0.1777 0.231 0.77 0.0209 0.220 0.09 −0.1568 0.196 −0.80
〈中・高卒 D〉 短大卒 −0.0097 0.032 −0.31 0.1345 0.226 0.60 −0.1361 0.220 −0.62 −0.2706 0.184 −1.47

大学・院卒 0.0141 0.029 0.48 0.4799 0.196 2.44* 0.1480 0.188 0.79 −0.3319 0.171 −1.94
非正規労働期間 1 年未満 0.0764 0.030 2.51* 0.5452 0.207 2.63** 0.2100 0.190 1.10 −0.3352 0.186 −1.80

〈5 年以上〉 1 年以上 3 年未満 0.0426 0.030 1.43 0.7619 0.197 3.86*** 0.4477 0.176 2.55* −0.3142 0.183 −1.72
3 年以上 5 年未満 0.0427 0.028 1.50 0.1308 0.192 0.68 0.2366 0.182 1.30 0.1058 0.169 0.63

派
遣
先
要
因
（
全
般
）

派遣先企業規模※ 1～99 人 0.1020 0.044 2.27* 0.3250 0.305 1.07 0.4913 0.284 1.73 0.1663 0.271 0.61
〈100～299 人〉 300～999 人 −0.0016 0.030 −0.05 −0.1503 0.207 −0.73 0.0149 0.196 0.08 0.1652 0.171 0.97

1000 人以上 −0.0121 0.028 −0.44 0.0247 0.191 0.13 0.0791 0.181 0.44 0.0544 0.161 0.34
派遣職種 医療・福祉系 0.0325 0.061 0.53 0.4595 0.406 1.13 0.1858 0.367 0.51 −0.2737 0.382 −0.72

〈事務職系〉 営業・販売系 0.0447 0.067 0.66 0.5290 0.453 1.17 0.4558 0.416 1.10 −0.0732 0.420 −0.17
IT 技術・クリエイティブ系 −0.0864 0.039 −2.20* −0.4856 0.255 −1.90 −0.0519 0.255 −0.20 0.4337 0.218 1.99*
その他専門職系 0.0178 0.038 0.47 −0.7176 0.250 −2.87** −0.5648 0.247 −2.29* 0.1528 0.214 0.71
製造業務系 −0.0141 0.043 −0.33 0.0942 0.307 0.31 −0.4082 0.275 −1.48 −0.5024 0.263 −1.91
軽作業系 −0.1073 0.061 −1.72 0.0636 0.446 0.14 −0.2397 0.402 −0.60 −0.3032 0.399 −0.76

都道府県別失業率 0.0308 0.015 2.11* −0.0625 0.105 −0.60 0.0360 0.100 0.36 0.0985 0.087 1.13
現派遣先の通算期間 1 年以下 0.0257 0.032 0.80 0.3571 0.217 1.65 0.1536 0.208 0.74 −0.2035 0.187 −1.09

〈3 年超〉 1 年超 3 年以下 −0.0197 0.027 −0.73 0.1093 0.186 0.59 −0.0102 0.182 −0.06 −0.1195 0.155 −0.77

（
派
遣
活
用
と

管
理
項
目
）

派遣先での OJT D 0.0508 0.024 2.12* 0.1303 0.166 0.78 0.0104 0.159 0.07 −0.1199 0.141 −0.85
仕事の定型度 0.0614 0.014 4.42*** 0.3059 0.096 3.18*** 0.0657 0.091 0.73 −0.2402 0.082 −2.92**
正社員転換の実績※ 0.0250 0.022 1.11 0.5387 0.152 3.54*** 0.4945 0.144 3.44*** −0.0442 0.132 −0.33

派
遣
元
要
因
（
管
理
項
目
）

派遣元 Off-JT（受講数） 0.0077 0.007 1.10 −0.0239 0.046 −0.52 0.0447 0.045 0.98 0.0686 0.041 1.67
派遣元フォロー頻度 （頻度，6 段階） 0.0022 0.007 0.30 −0.0888 0.050 −1.79 −0.0832 0.046 −1.81 0.0056 0.043 0.13
派遣元仕事紹介 （切れ目なく紹介されている＝ 1） 0.0092 0.023 0.40 −0.2705 0.153 −1.77* 0.3666 0.151 2.43* 0.6371 0.133 4.79***
時給額 −0.0001 0.000 −2.22* 0.0001 0.000 0.48 0.0001 0.000 0.40 0.0000 0.000 −0.08
時給希望額と現実額のギャップ 0.0003 0.000 4.96*** 0.0001 0.000 0.28 0.0004 0.000 1.25 0.0003 0.000 0.98
派遣契約期間 3 カ月未満（短期） −0.0768 0.043 −1.75 −0.2111 0.322 −0.65 −0.3764 0.286 −1.32 −0.1652 0.273 −0.61

〈1 年以上（長期）〉 3 カ月～1 年未満（中期） −0.0069 0.023 −0.29 −0.3950 0.161 −2.45* −0.3628 0.153 −2.37* 0.0322 0.137 0.23

雇用不安 （あり＝ 1） 0.2158 0.022 9.75*** −0.5860 0.155 −3.77*** −1.0027 0.148 −6.79*** −0.4167 0.133 −3.14**
求職活動 具体的にしている ─ ─ ─ 2.1116 0.319 6.63*** 1.7975 0.290 6.20*** −0.3141 0.351 −0.89

〈何もしていない〉 Web 等の情報収集程度 ─ ─ ─ 1.1333 0.159 7.11*** 0.6405 0.149 4.31*** −0.4927 0.137 −3.60*

定数項 ─ ─ ─ −1.4279 0.695 −2.05* −1.1056 0.672 −1.65 0.3223 0.596 0.54

サンプル・サイズ 2410 1569

Log likelihood −1521.157 −1512.619

擬似決定係数 0.089 0.113

注：有意水準 ***：0.1%、**：1%、*：5%。〈　〉内はリファレンス・グループ。Dはダミー変数。※印は、派遣先調査のデータ。
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筆すべきは予測不能の人である。予測不能の人
は，職種からみると製造業務，年齢は正社員予測
の人よりも高く，非正規労働期間も正社員予測の
人よりも長い。また，雇用不安を持つ確率が高
い。求職活動を具体的に行っていないことが，将
来予測をよりわからないものにしているのかもし
れない。

ここから，上記の分析結果に付随して，2 つの
事例を紹介したい。これらは，正社員を希望しな
がらも，日雇いなどの短期契約を繰り返し長期化
してしまっているケースである。彼らの共通点は
雇用不安を強く持っていること，生活に困窮し求
職活動を行う生活資金がなく，自転車操業的に働
かざるを得なくなっていることである。

●  G さん（男性・36 歳・大卒）は，大学卒業後，
家業を手伝う。20 歳代半ば頃から，精神的疲
労により「ふさぎこみがち」になる。その後，
家を出て，契約社員やアルバイトに就き，正
社員を希望するが，就職活動が長期化して生
活費が枯渇したため短期派遣で働くようにな
る。現在は，日々生活していくことに精一杯
で，求職活動に注力できていない26）。

●  H さん（男性・36 歳・高卒）は，編集ライター
（正社員）として勤務していたが，会社の整理
縮小のため，離職する。会社での内紛に巻き
込まれた経緯もあり，しがらみの少ない働き
方に魅力を感じ派遣で働き始めるが，短期派
遣（校正）の繰り返しでは生活できないと感じ
る。現在は，正社員希望だが，短期派遣で働
くと生活していくことで精一杯で求職活動に
注力するタイミングがつかめない27）。

短期派遣が長期化している原因は 3 つ考えられ
る。1 つは，求職活動を積極的に進めることがで
きていないこと。G，H さんも，ネットでの求人
検索や，ハローワークでの求人閲覧に留まってお
り，履歴書を書いて応募するなど具体的行動を起
こしていない。2 人は，そのことについて，「短
期派遣で働くと生活することに精一杯になり求職
活動に注力できなくなる」「食べていけるくらい
の貯蓄が 2 カ月分はないと求職活動は難しい」と
話している。

2 つめは，このケースでみられるような軽作業

系の派遣業務の時給が低いことである。軽作業系
の業務では，1,000 円前後が相場であり，時給が
低ければ，生活を保つために，より長時間働かな
くてはならない。長時間働くことにより，求職活
動に割く時間がなくなるという悪循環を生みだ
す。G さんは，「生活を立て直すためには，（時給
は）1,200 円以上欲しいというのが正直なところ」
と話している。

3 つめは，短期派遣が長期化することにより，
職業能力が低下していくことである。G さんは，
自身が倉庫業務に携わっている時のことを振り返
り，「自分の能力が下がっていくのを感じて，辞
めた」という。「短期派遣では能力は向上しない」
と，A～H さんまでの全員が答えている。また，
求職活動を行う上でも，短期派遣が長期化するこ
とがマイナス評価となり，さらに長期化すると
いった悪循環に陥っていると考えられる。このよ
うに，短期派遣が長期化すればするほど，就職活
動に充てる資金が枯渇し，能力形成が出来ず，抜
け出せなくなる構造が見える。

Ⅴ　まとめと考察

短期契約で働く派遣労働者を中心に，派遣契約
形態の選択要因と雇用不安，正社員希望と現実予
測に関する分析を行った。最後に分析結果をまと
め，聞きとり調査からの知見を踏まえて考察する。

①短期契約は，長期契約を選択する人に比べ，
女性，20～30 歳代，中・高卒である確率が高い。
職種は事務職よりも営業・販売，製造業務，軽作
業に就く。また，失業率の高い都道府県である確
率が高い。つまり，不況下で失業率が上がると短
期契約が増えると考えられる。また，学卒後から
現在までに就業に影響する既往歴があることがわ
かっている。聞きとり調査からも，過去に精神疾
患を含む何らかの病気を患い，療養しながら働い
ている人にとって短期契約形態の派遣労働は必要
な働き方であることが明らかになった。ただ，病
状の経過により，短期派遣が長期化してしまうと
本格的に社会復帰することが難しくなる。昨今，
職場でのメンタルヘルスの取り組みは充実してき
ており，労使連携の下で職場復帰プログラムなど
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が実施されている28）。しかし，多くは正社員が対
象であり，非正社員，特に職場と雇用主が分かれ
ている派遣労働では，こういった取り組みは立ち
遅れている。既往症を持つ人にとって，派遣労働
は重要な働き方であり，療養から就業へ復帰する
支援策を，国は派遣会社と共に講ずる必要があ
る。社会復帰への過程として派遣形態を必要とし
ている人がいるのであれば，その機能を活かして
社会的包摂を実現することが求められよう。

②雇用不安の要因分析では，短期契約は 20 歳
代よりも 30 歳代，既往歴がある，派遣先で自身
の持つ能力や経験が活かせない仕事に就いてい
る，派遣元のフォロー頻度が少ない，といったこ
とが雇用不安の確率を高めることがわかった。ま
た，派遣契約期間が 3 カ月未満と短い人は 1 年以
上の長い人に比べて雇用不安を抱きやすい。一方
で，現在の派遣先での通算派遣期間は，雇用不安
には何の影響も与えていない。聞きとり調査から
も，リーマンショック後，契約が短期化しその後
解約という例が見られた。契約の短期化は近い将
来の契約終了を前提としていると考えられる。派
遣先の通算期間が長くても，短期契約の反復更新
であれば，雇用不安は解消されない。契約の反復
更新を前提とする長期間の仕事であれば，最初か
ら契約も長期であるべきであろう。

③正社員希望と現実予測の分析では，正社員希
望は雇用不安の影響を大きく受けること，実際に
正社員になれると予測する人は雇用不安を持つ確
率が低いことがわかった。そして，実際に正社員
になれると予測する人は，男性，20～30 歳代，
大学・院卒，非正規経験が 3 年未満である。仕事
は定型業務よりも判断業務，派遣先事業所では過
去 3 年間で正社員転換の実績がある。派遣契約期
間は 1 年以上の長期契約で正社員予測の確率が高
まっている。この結果からイメージされる労働者
像は，どちらかといえば社会的問題が少ない長期
契約の労働者像に近く，本稿で主眼とした短期契
約や，事務職派遣の典型である中期契約の労働者
像ではない。彼女（彼）らは，正社員希望だが，
実際には派遣継続を予測していたり，3 年後の働
き方の予測がつかないでいる。そして，正社員を
希望する根底には，雇用不安の存在が色濃くあ

り，そのことを考えれば，正社員への道を用意す
ることよりも，まず，雇用不安を払しょくするこ
とが求められる。雇用不安を軽減する施策は，第
1 に派遣契約を長期化することであり，派遣先に
は，職業能力を高めるような仕事の与え方，派遣
元には，キャリアがステップアップしていけるよ
うな仕事紹介が求められる。

最後に，3 年後の働き方がわからない人につい
て言及すると，派遣契約期間が 1 年未満，派遣元
からの仕事の紹介も乏しく，雇用不安を持ちやす
い。しかし，求職活動はそれほど具体的に行って
いない。なぜか。聞きとり調査からは，短期契約
で働く者が，求職活動ができなくなる理由とし
て，短期契約が長期化すると生活費が枯渇し，
日々の生活で精一杯になり，求職活動へ注力でき
なくなることを挙げた。短期契約派遣には，手っ
取り早く稼げるという利点がある一方，長期化す
ると抜け出せなくなる危うさも持つ。抜け出した
いのに抜け出せずにいるジレンマを 1 人で解決す
ることは難しい。適切なアドバイスをくれる支援
者や協力者と共に出口を探すことが必要であろ
う。派遣会社の仕事の窓口と，ハローワークや就
業支援を行っている NPO がうまく連携出来る方
策がないものだろうか。

本稿では，派遣契約期間でシンプルに分類し，
契約形態の選択や，就業意識の要因に注目した。
今後，派遣労働者のキャリア形成が，どういった
契約形態や，職種，派遣先，派遣元の教育訓練の
下で可能なのか，賃金は何によって規定されるの
か，について考えていきたい。また，多くの派遣
労働者が直面している，短期，中期契約の反復更
新の影響についての分析も課題として残っている。

1）　労働政策研究・研修機構では派遣元，派遣先，派遣労働者
に対しヒアリングおよびアンケート調査を実施している。公
表されている（近刊予定も含む）アウトプットは小野

（2009），奥田（2010），労働政策研究・研修機構（2010a，
2010b，2010c，2011a，2011b）。

2）　総務省統計局『労働力調査』。
3）　『ワーキングパーソン調査』（リクルートワークス研究所）

では，2006 年，2008 年に雇用不安に関する調査項目を立て，
就業形態別に集計している。非正規労働者の中でも契約社員

（56.4％）と派遣社員が高く，フルタイムで働く非正社員は雇
用不安が強い傾向にある。

4）　島貫・守島（2004）。派遣労働という雇用形態は，① 2 つの
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人材マネジメント主体と，②キャリア・パースペクティブの
短期性という，従来の正社員とは異なる，構造的な枠組みを
有しているとする。

5）　鶴（2010）。
6）　橘木・浦川（2007）は，貧困層に関する研究を行い，貧困

世帯の特徴の 1 つとして，世帯主の業務形態が 1 年未満契約
の雇用者であることをあげている。相対的に収入が少ないこ
とは，雇用不安に繫がると考えられる。

7）　利用データは，『非典型雇用労働者調査』（リクルートワー
クス研究所）。調査対象は，首都圏 50 キロ圏内（東京都，神
奈川県，千葉県，埼玉県，茨城県）の契約社員・嘱託，派遣，
パート・アルバイトの呼称で就業している 18 歳から 64 歳

（学生を除く），回答者 6 千人。
8）　調査対象は登録型派遣労働者で事務系職種に限定されてい

る。
9）　将来の働き方として，「派遣社員ではなく正社員として，

今の派遣先の事業所で働き続けたい」が 23.3％，「派遣社員で
はなく正社員として，今の派遣先以外の事業所で働き続けた
い」が 17.5％。以上の合算値で「正社員として働き続けたい」
は 40.8％。

10）　小杉（2003）も低学歴者ほど非正社員からの離脱が困難で
あることを指摘している。

11）　Arulampalam and Booth（1998），Booth Francesconi and 
Frank（2002）。

12）　6 業種（製造業，情報・通信業，金融・保険業，サービス
業，卸売・小売業，運輸業）。

13）　派遣先調査のサンプルのうち，派遣労働者が就業している
事業所は 39.3％（1,212 事業所）であった。

14）　調査の詳細は，労働政策研究・研修機構（2011b）参照。
15）　労働政策研究・研修機構（2011b）のケース番号は No.2。
16）　同上文献のケース番号は No.31。
17）　同上文献のケース番号は No.39。
18）　労働政策研究・研修機構（2011b）のケース番号は No.39。
19）　同上文献のケース番号は No.26。
20）　同上文献のケース番号は No.45。
21）　同上文献のケース番号は No.37。
22）　「わからない」を採用した理由は，この設問において最も

多い約 3 割が「わからない」と回答していたため。ちなみに，
「正社員になっている」は 15.9％，「派遣社員を続けている」は
29.9％であった。

23）　これらの被説明変数は，設問「今後正社員として働いてみ
たいと思いますか」に対し，「是非なりたい」「どちらかといえ
ばなりたい」を選択した者を「正社員希望」とし，そのうち，
設問「今から 3 年先に，あなたはどのような働き方をしてい
ると思いますか（S.A.）」で「正社員になっている」と答えた
者を①，「派遣社員を続けている」を②，「わからない」を③と
し，その他の選択肢「契約社員になっている」「パート・アル
バイトになっている」「自営・起業している」「家業を継いでい
る」「家庭に入っている」「その他」を欠損値処理した。

24）　職種別の賃金についての詳細は労働政策研究・研修機構
（2010b）を参照のこと。

25）　佐藤他（2008），佐野・高橋（2009）の研究からも技術系の
職種に就いている者は，職種にこだわるがあえて雇用形態に
はこだわらない傾向がみられる。

26）　労働政策研究・研修機構（2011b）のケース番号は No.44。
27）　同上文献のケース番号は No.55。
28）　大塚・鈴木・高田（2007）や，大内他（2010）による座談

会で取り上げられているメンタルヘルス対策の対象は主に正

社員である。
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